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経済研究所(比較経済・地域開発専
攻)・教授 
 
経済研究所(比較経済・地域開発専
攻)・教授 
 
経済研究所(比較経済・地域開発専
攻)・准教授 
 
経済研究所(比較経済・地域開発専
攻)・教授 
 
経済研究所（比較経済・地域開発
専攻）・准教授 
 
経済学研究科(応用経済専攻)・教
授 
商学研究科(会計・金融専攻)・教
授 
経済研究所(比較経済・地域開発専
攻)・教授 
 
経済研究所(比較経済・地域開発専
攻)・教授 
経済研究所(比較経済・地域開発専
攻)・教授 
 
経済研究所(比較経済・地域開発専
攻)・教授 
経済学研究科(経済理論・経済統計
専攻)・准教授 
 
経済学研究科(経済理論・経済統計
専攻)・助教授 
経済学研究科(経済理論・経済統計
専攻)・教授 
 
経済研究所(比較経済・地域開発専
攻)・教授 
 
経済研究所(比較経済・地域開発専
攻)・助教授 
ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ研究ｾﾝﾀｰ(経営確認研究
分野)・助教授 
 
経済研究所(比較経済・地域開発専
攻)・准教授 
 
経済研究所(比較経済・地域開発専
攻)・准教授 
 
経済学研究科(経済理論・経済統計
専攻)・教授 
経済研究所(比較経済・地域開発専
攻)・教授 

 
 
数量経済史、歴史人口
学・経済学博士 
 
産業組織論、応用ﾐｸﾛ
理論・Ph.D 
 
労働経済論、経済発展
論・経済学博士 
マクロ経済学、日本経
済・Ph.D. 
 
日本経済論、マクロ経
済学、産業組織論･
Ph.D. 
労働経済学・経済学博
士 
国際金融論・商学博士
 
経済統計学、計量経済
学・工学博士 
 
応用計量経済学･
D.Phil. 
 
アジア経済論・経済学
博士 
開発経済学、農業経済
学、アジア経済・Ph.D.
 
時系列解析、計量経済
学・経済学博士 
応用確立論、数理統計
学、計量経済学・Ph.D.
 
計量経済学、計量ファ
イナンス・Ph.D.  
国際経済学、マクロ経
済学・経済学修士 
 
統計調査論・工学士 
 
 
産業組織論・商学博士
 
ファイナンス、マクロ
経済学、アメリカ金融
史・Ph.D. 
統計調査論・工学士 
 
計量経済学、時系列分
析・Ph.D. 
 
ファイナンス、マクロ
計量分析・Ph.D. 

 
 
歴史統計･人口統計分析；ﾃﾞｰﾀｱｰｶｲﾌﾞ統括； 
拠点ﾘｰﾀﾞｰ兼拠点主任 
 
ミクロ実証分析（平成17年3月31日交替） 
 
 
ミクロ実証分析（平成17年4月1日交替） 
 
マクロ実証分析 
 
ミクロ実証分析 
 
 
ミクロ実証分析 
 
 
マクロ実証分析 
 
経済統計分析;拠点主任（平成19年8月15日辞退） 
 
 
ミクロ実証分析；ミクロ分析研究グループリーダー
 
 
歴史統計・人口統計分析(平成18年3月31日交替) 
 
ミクロ実証分析、歴史統計･人口統計分析 
 
 
時系列モデルの研究（平成18年4月1日交替） 
 
計量経済分析(平成18年4月1日交替) 
 
 
計量経済分析 
 
マクロ実証分析、歴史統計・人口統計分析；マクロ
分析研究グループリーダー 
 
経済統計分析（平成18年3月31日交替） 
 
 
ミクロ実証分析（平成16年1月16日交替） 
 
ミクロ実証分析（平成16年1月16日交替） 
 
 
経済統計分析 
 
計量経済分析；統計理論研究グループリーダー 
 
 
ファイナンス実証分析（平成18年4月1日交替） 

５．交付経費（単位：千円）千円未満は切り捨てる （  ）：間接経費 

年  度(平成) １ ５ １ ６ １ ７ １ ８ １ ９ 合   計 

交付金額(千円) ６１，０００ ７１，５００ ９０，８００
９４，７００ 

（９，４７０）

９８，０００ 

（９，８００） 

４１６，０００ 

(１９，２７０) 
  

一橋大学（I10）―1頁 



 
 

様式２ 
【公表用】 

６．拠点形成の目的 

 

 「社会科学の総合大学」としての一橋大学には強

い実証研究の伝統がある。社会科学のなかで経

済学や人口学は、本質的に数量化された変数を

扱う学問である。したがって、その学問の発展のた

めには、数量データをいっそう高い精度で整備・推

計し、また数量データをより高度な方法によって分

析することが要求される。本研究は以下の3つのコ

ンセプトを結合させることにより、この課題に応えよ

うとしている。 

すなわち、データアーカイブと統計理論と、両者

に支えられた高度実証研究とである。より具体的

には、長期間をカバーする統計の整備とミクロデー

タの高度利用を２本の柱として、データアーカイブ

を整備・拡充し、統計理論の研究と密接に連携し

ながら、日本やアジア諸国に関する、マクロ・ミクロ

両面における歴史的およびカレントな課題につい

ての実証研究を実施する。わが国の研究教育機

関において、これら3つをすべて備えた研究拠点は

いまだ存在していない。その意味で本拠点は、わ

が国の社会科学系研究機関のなかで文字通りに

ユニークである。 

社会科学における実証研究の意義は、自然科

学における実験に比することができる。この意味に

おける実証研究にとって重要なのが長期間をカバ

ーする統計の整備と個票データの利用可能性であ

る。本プロジェクトでは、政府統計を中心として、過

去から現代までをカバーし、マクロとミクロ双方の

統計情報を蓄積してきている、経済研究所附属社

会科学統計情報研究センターのアーカイブ構築の

基礎の上に、統計理論の研究と密接に連携しなが

ら、日本やアジア諸国に関する優れた実証研究を

実施する。 

本学の経済研究所には、日本の長期経済統計

を編纂した経験と、歴史から現在を見とおすことの

できる研究とデータの蓄積がある。本プロジェクトで

は、この方向をアジアにまで拡張し、歴史統計の分

析成果を取り入れつつ短期的な経済現象では説

明できないような経済社会行動の理解を深める。

現代の経済については、産業の生産性と経済成

長の関連、景気循環にかんする基礎的な研究を

実施する。他方、ミクロデータ分析セクションの開

設は企業行動・労働市場に関する立入った分析が

可能となった。家計の行動に関しては人口学的諸

要因との関連をも考慮にいれつつ、少子化社会に

おける行動様式を解明する。 

 本プロジェクトのもう一つの柱は、これら様々な統

計を利用する実証研究を統計理論の面から支える

体制を創るところにある。すなわち、データベース

の多面的活用を可能にするための基礎理論研究、

データベース活用のための分析ツール開発、およ

び個別データセットに応じた適切な手法の適用を

研究し教育することである。加えて、他の研究分野

との融合のプロトコールとなるべき基礎理論の構

築も追求する。 

本プロジェクトは、課題とする研究テーマの研究

が終了したのちもわが国の実証的な統計分析の

研究拠点となりうる体制が構築されるところに、他

のプロジェクトにはない独自性がある。それゆえ、

統計理論および実証研究両面における研究上の

成果に加えて、本プロジェクトでは事業終了時まで

に 

(1)『アジア長期経済統計』（全12巻予定）の刊行

を開始する。 

(2)ミクロデータ分析セクション独自集計シリーズ

の公表を行なう。 

(3)各種データベースの作成。既存データベース

に加え、内閣府経済社会研究所と協力して作られ

た日本産業生産性データベースの拡充、戦前期農

家経済調査個票データベース化等の作業が行わ

れる。 

（4）確固たる統計理論のバックグラウンドを持ち、

現実の経済社会を分析しうる博士取得者を輩出さ

せる。 

このデータ・アーカイブと人的資源を基盤とし、事

業期間中に拡大するであろう国内および海外研究

者とのネットワークを活かして、事業終了後も、他

に例のない卓越した統計的実証研究の拠点形成、

そこにおける「確実な知」の蓄積、そしてその基礎

の上に様々な政策形成・制度設計上の含意を導く

ことが可能となる。 
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７．研究実施計画 

 

 拠点形成は以下の４グループによって行なわれ

る 

(1) データ・アーカイブ 

(2) 統計理論研究グループ 

 経済統計  計量経済分析 

(3) ミクロ分析研究グループ 

 ミクロ実証分析 

(4) マクロ分析研究グループ 

 マクロ実証分析  歴史統計・人口統計分析 

 

右上の概念図のようにデータ・アーカイブを構築し、

この基盤の上に経済分析と統計理論担当グルー

プが協力しながら拠点を形成していく。各グループ

は以下の活動を行う。 

（１） データ・アーカイブ 

データ・アーカイブ機能は社会科学統計情報研究

センターが担う。2002年度より社会科学統計情報

研究センターに、官庁統計を中心としたミクロ統計

分析セクションが新設され、ミクロ統計の公共的利

用と、それら統計情報を用いた高度実証分析が可

能になった。同センターでは、マクロ・歴史統計に

ついても、すでにウェブ上で『日本長期経済統計』

等のデータベースの公開を行っている。本事業で

は、『汎アジア圏長期経済統計データベース』の拡

充を出発点として、景気判断のための統計、日本

産業生産性データベース付帯表等の作成と公開を

行い、歴史人口統計も収集・整理する。それらのう

ち、公開可能となったものからウェブ上にアップロ

ードをしてゆく。 

(２) 統計理論研究グループ 

データの収集とその一般利用のための理論分

析を行なう経済統計グループと実証研究の理論的

検討を行なう計量経済学グループからなり、デー

タ・アーカイブと経済分析を繋ぐ役割を果たす｡ 

経済統計グループは諸外国の統計機関との結

びつきを重視し、欧州統計局や国連統計局､シン

ガポール統計局、カナダのセンサス局などから研

究者を招き積極的にディスカッションを行なってゆく｡

平均年に一度国際シンポジウムおよび他グループ

と合同の国際シンポジウムを合計2回開く｡計量経

済学グループは、とくにデータ・アーカイブに蓄積さ

れたデータの分析にとって有用なモデル分析の手

法とその適切な応用について研究する｡ 

 

 

 

 

経済分析

 

 

 

 

 

 

 

(３)ミクロ分析研究グループ 

ミクロデータ分析は実証的な社会科学研究の最

先端にあり、わが国でも飛躍的な発展が望める研

究領域である。官庁統計を中心にミクロデータによ

り日本の企業行動・家計行動の分析を行う。ミクロ

データは社会共有財産として公募による外部研究

者の参加も促進する。また、海外の対応する研究

機関との間でネットワークを構築する。 

また官庁統計ミクロデータの独自集計（研究上

意義があるが政府の統計報告書作成部局では作

成しない統計表を、当該データの目的外使用申請

を通じて集計するもの）を開始し、政府統計個票を

利用した家計行動等の分析・研究を促進する。ま

た、戦前期農家経済調査のデータベース化にも取

組む。 

(４) マクロ分析研究グループ 

マクロ分析班では、『アジア長期経済統計』（東

洋経済新報社より全12巻予定）の刊行をスタートさ

せ、日本産業生産性（JIP）データベースの整備・更

新等を行い、現代経済における景気循環の分析な

どの研究を行う。 

最初のアジア長期経済統計シリーズは、文部省

中核拠点形成プロジェクト「汎アジア圏長期経済統

計データベースの作成」（1995-99年度）を引継ぐも

ので、各班の作業を研究面で支援する。また成果

の中核を経済研究所のウェブサイトを通じて国際

的に発信し、収集されたデータを整理し、国際比較

研究を行う。第2のJIPデータベースの拡充を基礎

に、国際比較、グローバル化の影響の測定、IT投

資の影響の測定等の視点から、日本の生産性停

滞の原因、グローバル化やIT投資の影響に関する

実証研究をも行なう。 

 

 

(３)ミクロ分析

(４)マクロ分析

(２)統計理論 

･ 計量経済分析

･ 経済統計分析

 （１）データ・アーカイブ 
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８．教育実施計画 

 

 拠点となる経済研究所の教員は、大学院経済

学研究科においては比較経済・地域開発専攻に

協力講座のかたちで参加し、大学院生の指導に

あたっている。経済学研究科自体は、現在策定

中の中期目標・中期計画において、学部・大学

院の５年一貫教育プログラムを整備し、修士専

修コースの新設・拡充を目指すこととしている。

しかしこれは、研究者の養成を行う博士課程の

教育を軽視することを意味しない。実際、博士

後期課程に関する方針としては、他大学修士課

程修了者、修士号取得済みの社会人の編入を積

極的に行い、また修士専修プログラム修了者の

博士後期課程への編入も可能とする体制をつく

ることが合意されている。 

 このなかで、本プロジェクトのしめる役割は

大きい。現在、経済分析の手法はますます高度

化し、分析対象も拡大し、また利用可能なデー

タも増加してきた。これらの変化に対して、既

存の大学院教育では十分に対応できていないと

いう反省がなされている。 

 この実態を踏まえ、本プロジェクトでは、博

士課程の大学院生およびポストドクトラル・フ

ェローを対象に、データ解析のスキル、すなわ

ち問題設定、分析手法、統計処理の仕方などに

関しオンザ・ジョブ・トレーニングによって教

育する。博士課程には、官庁あるいは民間の調

査研究部門で働く、すでに修士号を有する、あ

るいはそれと同等の実力をもつ人材、また同様

の資格と能力をもつ発展途上国等からの留学生

を受入れ、彼らを教育し、博士号を授与するこ

とをも積極的に行いたい。 

この教育プログラムのために、経済学研究科

の比較経済・地域開発専攻にはすでに、経済研

究所の教員が担当する「上級マクロ経済学」「応

用マクロ経済学」「経済データ分析入門」「社

会科学情報処理入門」「統計調査論」「比較統

計システム論」「比較経済発展論」が設けられ

ている。今後は必要に応じて、「特論」という

講座種目を利用してプログラムを充実させてゆ

く。統計分析を中心とした実証研究で博士号を

取得するためには統計技法の一定レベルのスキ

ルが要求されるが、現在経済学研究科において

実施されている「上級計量経済学」－「中級計

量経済学」の階梯に加えて、学部・大学院の５

年一貫教育プログラムが実行に移されれば統計

学に関する初歩から高度なレベルまでの、多様

なバックグランドをもった編入者の多様なニー

ズに対応できることになる。 

 本プロジェクトは、大学院博士課程の教育面

においても大学の内外から研究者を目指す大学

院生を受入れることによって、日本の社会全体

における統計分析の水準向上を目指し、社会科

学における統計分析の総合的な教育拠点となる

ことを目指すものである。 
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９．研究教育拠点形成活動実績 

①目的の達成状況 

 
1)世界最高水準の研究教育拠点形成計画全体

の目的達成度 
《目的は十分達成した》 

研究面では、マクロ分析領域では、『アジア長期

経済統計』の最初の巻が近々刊行され、他の3つ

の巻もとりまとめに入っている。JIPデータベースは

最新版への更新を完成させ、それを利用した研究

書をも刊行した。また、アジア通貨単位（AMU）と

AMU乖離指標の作成を完成させ、景気循環の局

面判断モデルの構築にも取組んだ。ミクロ分析面

では、独自集計を実施し、戦前期農家経済調査の

データベース化に積極的に取組むと同時に、政府

統計の個票を利用した家計行動等の実証分析を

推進した。統計理論に関しては、実証分析との有

機的連携を目指してパネルデータ分析や非定常時

系列分析の計量理論に成果をあげた。 

データアーカイブはHi-Statウェブ上での公開を

開始し、アジア長期経済統計推計作業の課程で作

成された統計データの掲載を進めた。出版される統

計系列の公開も適当なエンバーゴ期間をおいて進

める予定である。 

また、本事業5年間の総括をするために外部評

価を独自に実施、ミクロ分析分野では美添泰人

（青山学院大経済学部）、マクロ分野はJan-Pieter 

Smits （オランダ・フローニンゲン大）、統計理論分

野は Cheng Hsiao（南カリフォルニア大）の各教授

にお願いをしたが、いずれの評価委員からも高い

評価を得た。具体的には、「ミクロ統計データベー

ス構築」は「学界に対する画期的な貢献」（美添）、

一橋の歴史統計プロジェクトは “has become a 

major global player in this field”（Smits）、また統計

理論グループと一部のミクロ分析班の研究につい

ては “The 2003-2007 research productivity and 

effectiveness of graduate program … are indeed 

impressive”（Hsiao）といわれており、目的を十分達

成したことを裏付ける。 

 

2)人材育成面での成果と拠点形成への寄与 

 この5年間にポスドク相当のCOE研究員を延50

名（各年度5名、9名、11名、13名、12名）とRA相当

のCOE学生アシスタントを延48名（各年度13名、10

名、11名、8名、6名）雇用した。彼らは、101回を数

える研究会やワークショップ（合宿形式の応用計量

経済学コンファレンスを含む）、9回のレクチャー・シ

リーズ（講師は雨宮健、Cheng Hsiao、E. Vytlacil等

）に参加をし、数多くのDPを執筆した。DPは（2008

年3月末現在で）250本になったが、その非常に多く

が彼らと事業推進担当者のジョイント・ペーパーで

ある（そして、その大部分が英語で書かれている）。

彼ら自身の単独論文もあり、本事業でめざした

OJTによる育成の成果といえる。 

 その結果として、少なからぬ研究者が巣立ってゆ

き、たとえば東北大学、九州大学、広島大学、早

稲田大学などの有力大学に就職あるいは就職

予定となっている。

 

3)研究活動面での新たな分野の創成や、学術的
知見等 

ミクロ分析班  

第１に、政府ミクロ統計の試行的提供を総務省

統計局と連携して行った。具体的には平成19年10

月時点で76件約100名の研究者に対して「就業構

造基本調査」、「社会生活基本調査」「全国消費実

態調査」「住宅・土地統計調査」などの政府統計の

提供を行った。平成19年5月に改正された統計法

の下で、さらにこの利用促進が求められるようにな

り、私たちの活動が「試行的提供」からより恒常化

した提供へと変化していくことが期待されている。 

第2に、戦前期の「農家経済調査」のデータベー

ス構築を進めた。戦前期に同一農家に対してかな

りの継続的期間にわたって、生産活動、消費、資

産形成、時間利用など広範な項目にわたって調査

しており、パネル化が可能なデータとなっていること

に注目し、データベース化に取組んだ。近いうちに

約10県分の農家家計パネルデータが利用可能に

なるところまで進展をみた。 

第3に、慶應義塾大と共同で「家計パネル調査」

5回分の調査を行った。これは政府調査とは異なっ

て、全国規模で各年齢層をカバーした包括的な調

査であり、調査項目から自らデザインすることがで

きるため、研究上多くの利点がある。このデータを

使った研究はすでに活発に行われており、ミクロ分

析班でも積極的に利用をして研究を行なった。 

マクロ分析班  

同班の活動は歴史統計グループとマクロ分析

研究グループにわかれる。歴史統計分析の中心

は、第1に、アジア長期経済統計の推計である。シ

リーズ第1巻「台湾」はすでに校了しており、近々東
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洋経済新報社から刊行される予定である。また、

ヴェトナム、韓国、中国の巻が取りまとめに入って

いて、順次刊行の予定である。 

第2に、その過程での資料収集、データの整備、

一次結果に基づく分析、賃金率・一人当たりGDP・

生産性の長期国際比較や戦前日本の所得・消費・

労働の推計等を活発に行なった（ウェブ上にデータ

アーカイブを作成し、統計データの掲載を進めた）。

また、フローニンゲン大、LSE、モンペリエ大、等の

研究者と協力して、アジアだけでなく世界の他地域

の長期統計もカバーするウェブページの作成を目

指している。 

第3に、マクロ分析研究グループの中心的事業

として、経済産業研究所と共同で進めた、日本産

業生産性（JIP）データベースの推計と分析がある。

JIPデータベースは日本経済全体について108セク

ター別に、全要素生産性を推計するために必要な、

総生産と中間投入、資産別資本ストックと資本コス

ト、属性別労働投入、などの年次データと、付帯表

から構成されている。生産性の国際比較プロジェ

クトEU KLEMSに日本を代表して参加、内閣府、日

本銀行、OECD、IMF、米国連銀等の研究でも利

用され、公開データ最新版へのアクセス数は

11,422件に達するなど、大きな貢献をしている。

2008年3月には、この成果をまとめた研究書『生産

性と日本の経済成長』（深尾京司・宮川努編，東

大出版会）も出版された。 

第4に、アジア通貨単位（AMU）と東アジア通貨

のAMU乖離指標の作成と分析に取組み、景気循

環の局面判断モデルの構築と景気循環の背景で

の経済主体の行動分析等をも推進した。 

統計理論班 

班の研究活動は大きく3つテーマに分類できる。

第1は、パネルデータ分析の計量理論である。統計

理論と実証分析の融合という観点から、従来日本

では殆どなされていなかった本格的研究を行なっ

た。具体的には、基本的に定常な動学的パネルモ

デルの計量理論、具体的には既存の推定法のバ

イアスの修正、効率的な推定、系列相関検定など

の開発に力が注がれた。この成果のとりまとめは、

『経済研究』における特集「動学的パネル分析の

計量理論」（2008年4月）でなされる。 

第2は、非定常時系列分析の計量理論である。

これも実証分析との関係を重視して研究が進めら

れた。推定問題は、共和分回帰におけるバイアス

の小さい推定法の開発等、検定問題に関しては共

和分モデルにおけるグレンジャーの因果性の検定

の問題等が扱われた。予測問題に関しては、共和

分モデルからの予測の改善方法、長期予測の評

価等についての新しい知見が得られた。 

第3に、上記の２テーマの他に、 (a) 政府統計

に関する統計理論、(b) 計量ファイナンス、特にオ

プション価格の計量分析、(c) 計量理論一般、例

えば、マルコフ・スウィッチング・モデル、不均一分

散のベイス推定等についても研究が進められ、いく

つかの重要な貢献がなされた。 

 

4)事業推進担当者相互の有機的連携 

 事業の推進にあたっては各班の連携をよく

するために、毎月幹事会をもち、各班の計画と

活動、研究と大学院教育との調整をプロジェク

ト全体でチェックする体制をとった。 

研究面では、統計理論と実証研究の融合を深

め、マクロとミクロの垣根を取り払い、そして現在と

歴史の往復ができる研究をしようということが本事

業の意気込みであった。この目標はきわめて野心

的なものであったが、5年をへて実を結びつつある。

とくにミクロ分析班と統計理論班との連繋は、統計

理論班の研究課題の選択、2006年の応用計量コ

ンファレンス、若手研究者向けのレクチャー・シリー

ズなどにおいて顕著で、特質に値する。また、マク

ロ分析の研究者がミクロデータから積上げを図るタ

イプの研究も試みられ、それは歴史でも現代の研

究でも行われるようになった。アジア長期経済統計

の整備に携わっているひとが、戦前期日本の農家

経済調査個票のパネル化に関わったり、1930年代

の研究と現代的な研究課題との間を往き来したり

することも珍しくなくなった。これらは、研究面での

有機的連携が機能していたことを物語る。

 

5)国際競争力ある大学づくりへの貢献度 

 本事業では年平均3回をこえる数の国際研究集

会を開催し、海外の多くの研究者と交流を深めた。

とくに2007年には、世界的な経済学者・経済史家

のAngus Maddison教授に本学より名誉博士号が

授与されるに際して、Hi-Stat Workshop Weekとし

て3つの異なったテーマに関する国際ワークショッ

プを開催し、延168名の参加者があった。また、250

本に達するDPからはReview of Income and Wealth, 

Review of Development Economics, Journal of 
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Time Series Analysis, Journal of the Japanese and 

International Economicsなど多数の査読付国際学

術誌へ掲載された。 

 これら実績を踏まえ、前述の外部評価委員から

は、歴史統計分野では本プロジェクトはすでに「グ

ローバル・プレーヤー」であるとの、また統計理論と

ミクロ分析の領域における生産性と研究者養成の

有効性は「印象的」との評価を得ており、一橋大学

の国際的プレゼンスを高めるのに貢献をした。 

 

6)国内外に向けた情報発信 

データおよびデータベースの公開 

 アジア長期経済統計事業の一環として作成

され、かつ出版社との契約上問題のないデータ

系列に関しては、他の8つのデータベースとともに

Hi-Statのウェブ上で公開を始めており、国内外

からの利用が可能となっている(http:// 

21coe.ier.hit-u.ac.jp/research/database/ 

index.html)。また、政府統計の独自集計シリー

ズは多くの研究者の利用に供されており、経済産

業研究所と共同で公開をしているJIPデータベース

とともに、統計を事業目的にしている本プロジェクト

の重要な情報発信媒体となっている。 

さらに、すべてのDPは本プロジェクトのウェブサ

イトで公開されているだけではなく、本学附属図書

館のリポジトリ（Hermes-IR）にも登録をされており、

アクセスによりいっそうの便宜を図っている。 

総合の書、上級教科書の出版 

本プロジェクトの研究面での目的は高度実証研

究を行なうことであって、決して啓蒙的な知識の提

供を任務とはしていないが、本事業での研究成果

に依拠した総合の試みや、上級レベルの教科書を

通じた情報発信の努力はなされている。たとえば、

斎藤修著『比較経済発展論』（岩波、2008年）は前

者のタイプの書籍であり、北村行伸著『パネルデー

タ分析』（岩波、2005年）は後者のタイプである。後

者ではさらに、千木良弘朗・早川和彦・山本拓著

『動学的パネルデータモデル分析』（知泉書館）、北

村行伸著『ミクロ計量経済学入門』、『応用ミクロ計

量経済学』（共に日評）が予定されている。 

 

7)拠点形成費等補助金の使途について（拠点形
成のため効果的に使用されたか） 

 本事業は、社会科学における研究の進展にとっ

ては「確実な知」の蓄積と公共財的な性格を有す

るデータの提供が欠かせないという信念にもとづき、

統計データの整備関連の経費と、その整備に関わ

るリサーチ・アシスタントの雇用、および自由に研

究を遂行する若手研究者の雇用、そして国際的な

研究交流にたいして、重点的な予算配分を行なっ

てきた。いいかえれば、学術コミュニティの外部に

対するPR活動、たとえば啓蒙を目的とした講演会

やグロッシーなニューズレターの刊行に資金を費

やすようなことは一切行なわなかった。それゆえ、

補助金は真の意味での中核的研究拠点づくりのた

めに有効に使われたといえる。 

 

②今後の展望 

 

データアーカイブ構築と統計理論の研究と高度

実証分析とからなる研究拠点の礎は築かれた。 

しかし、本プロジェクトで行なってきた事業の少な

からぬものは、5年では終らせることのできない、学

界の公共財的性格をもつ事業である。アジア長期

経済統計シリーズの刊行、戦前期日本農家経済

調査データベースの形成は、共にそのような事業

である。必要なのは継続への強い意思とスキルの

蓄積であるが、幸い時期を担う世代は育っている。

財政的な支援があれば今後の展望は明るい。 

 

③その他（世界的な研究教育拠点の形成が学内
外に与えた影響度） 

 

・GDPや生活水準の国際比較研究で、日本がアジ

アにおける主導的役割を果たすようになった。真

の意味での国際比較を行なうための方法論と

データ的基礎が固まり、現代の産業レベルの生

産性分析や歴史研究にひろがりがもたらされたと

同時に、最近政府が行っている生産性加速プロ

グラムにも実証的基礎を提供している。 

・その結果、研究上の国際連繋が進んだ。EU 

KLEMSへの参加、LSE、フローニンゲン大との共

同プロジェクト、またハーバード大、ウォーリック大

との国際ワークショップの企画などが進んでいる。 

・大学院に講座をもち、共同研究を通じて研究者を

オン・ザ・ジョブで育成をし、既に有力大学に教員

として供給している。さらに、JSPSの外国人フェロ

ーや海外の大学（UCLA、ソウル大等）からの派遣

の形で院生やポスドクを受入れ、若手レベルでの

国際交流をも進めた。 
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②国際会議等の開催状況【公表】 

（事業実施期間中に開催した主な国際会議等の開催時期・場所、会議等の名称、参加人数（うち外国人参加者数）、主な招待講演者

（３名程度）） 

2004年5月13日 於 国際交流基金コンファレンスホール 

Macro/Financial Issues and International Economic Relations 参加人数60名（うち外国人14名） 

主な招待講演者：Robert Stern (University of Wisconsin), Ronald I.McKinnon (Stanford University), Gary 

Saxonhouse (University of Wisconsin) 

2004年12月18-19日 於 一橋大学マーキュリータワー 

Hitotsubashi Conference on Econometric Statistics 参加人数32名（うち外国人4名） 

主な招待講演者： 雨宮健（Stanford University）, Roberto S. Mariano (Singapore Management University), 

Mike P. K. So (Hong Kong University of Science and Tecknology) 

2005年9月8-9日 於 一橋大学佐野書院 

Technology and Long-run Economic Growth in Asia 参加人数42名（うち外国人17名） 

主な招待講演者： Jan Thomas Lindblad (University of Leiden), Prema-Chandra Athukorala (Australian 

National University), Hak Kil Pyo (Seoul National University) 

2006年1月7-8日 於 一橋大学マーキュリータワー 

Hitotsubashi Conference on Econometric Statistics 参加人数35名（うち外国人4名） 

主な招待講演者：霍見浩喜(Rutgers University),  Chan-Jin Kim (Korea University), Myoung-Jae Lee 

(Chinese University of Hong Kong)  

2006年7月24-25日 於 経済産業研究所 

Industry- and Firm-level Total Factor Productivity and Economic Growth in Japan 

参加人数42名（うち外国人10名） 

主な招待講演者：Dale Jorgenson (Harvard University), Marcel P. Timmer (University of Groningen), Hak Kil 

Pyo (Seoul National University) 

2006年9月23-24日 於 東京大学経済学研究棟 

Recent Advances in Applied Econometrics 参加者数48名（うち外国人5名） 

主な招待者： Andrew C. Harvey (Cambridge University), Herman van Dyck (Erasmus University 

Rotterdam), Cosras Meghir (University College London) 

2007年3月19-20日 於 一橋大学商学研究科丸の内産学連携センター 

International Workshop on Consumption 参加人数 １５名（うち外国人６名） 

主な招待講演者：Richard Blundell (University College London)、Orazio Attanasio (University College 

London)、Kjetil Storesletten（University of Oslo） 

2007年9月26日 於 一橋大学佐野書院 

Hi-Stat Workshop Week: (I) Historical Comparison of International Income and Productivity 

参加人数35名（うち外国人14名） 

主な招待講演者： Steve Broadberry (University of Warwick), Thomas Rawski (University of Pittsburg), Jan 

Peter Smits (University of Groningen) 

2007年9月27日 於 一橋大学佐野書院 

Hi-Stat Workshop Week: (II) China’s Industrial Structure and Economic Growth: A Historical Perspective

参加人数75名（うち外国人36名） 

主な招待講演者： Angus Maddison (University of Groningen), Harry Wu (Hong Kong Polytechnic 

University), Li Shi (Beijing Normal University) 

2007年9月28日 於 一橋大学佐野書院 

Hi-Stat Workshop Week: (III) Historical Occupational Structures: Asian and European Perspectives 

参加人数51名（うち外国人25名） 

主な招待講演者： Erick Buyst (University of Leuven), Leigh Shaw-Taylor (University of Cambridge), Daan 

Marks (International Institute of Social History, Amsterdam) 

2007年11月24-25日 於 一橋大学マーキュリータワー 

Hitotsubashi Conference on Econometricｓ 

参加人数45名（うち外国人6名） 

主な招待講演者： Cheng Hsiao (University of Southern California), Kaddour Hadri (Durham University), In 

Choi (Hong Kong University of Science and Technology) 
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２．教育活動実績【公表】 
博士課程等若手研究者の人材育成プログラムなど特色ある教育取組等についての、各取組の対象（選抜するものであればその方法を

含む）、実施時期、具体的内容 

・大学院経済学研究科および商学研究科での教育とリサーチ・アシスタント（RA） 

経済学研究科および商学研究科の教員はそれぞれの研究科において、また拠点である経済研究所所

属の教員は、協力講座という形態で比較経済・地域開発専攻を設け、これまでも積極的に大学院教育に携

わってきた。ただ、拠点メンバーが指導する院生はこの専攻にとどまることはなく、副指導教授としての指導

（いわゆるサブゼミでの指導）を含め、ひろく他専攻の院生にまで及んでいる。これら複数の専攻におよぶ

院生のなかから本事業は、拠点メンバーとの共同研究あるいは個人研究を遂行する研究者をRA（正式名

称はCOE学生アシスタント）として、公募により雇用した。2003年度は13名、2004年度10名、2005年度11

名、2006年度8名、2007年度6名であった。共同研究はOJTの場である。それによって、単なる統計分析テク

ニックの伝授から、調査票設計、個票データのクリーニングから集計された政府統計の読み方まで、データ

の扱い方にかんするトレーニングが行われたが、平成18年（2006）度からは経済学研究科にリサーチワー

クショップ「社会科学の統計分析」を開講し、大学院カリキュラムの一環とした。 

・COE研究員 

本事業では、拠点メンバーとの共同研究あるいは個人研究を遂行する、原則として博士課程単位取得

者以上レベルの研究者をCOE研究員として、公募により受入れた。彼らは本事業の中核をなす研究者であ

り、データベースの作成や拠点メンバーとの共同研究、さらには独自の研究テーマによる個人研究を遂行

した。2003年度は5名、2004年度9名、2005年度11名、2006年度13名、2007年度12名が在籍をした。この他

に、予算措置を伴わないという意味で正規のメンバーではないが、若手の訪問研究者を受入れた。在籍期

間も身分も所属機関もさまざまであるが、半数が外国の博士課程院生ないしは博士論文執筆者、半数が

ポスドクないしは講師クラスの若手研究者で、研究上のさまざまな便宜供与と研究交流が主な内容であっ

た。 

・レクチャー・シリーズ 

本事業では院生・RA・COE研究員等の若手研究者を対象とした、しかし正規のカリキュラム外のそれぞ

れ2-4日の講義形式によるレクチャー・シリーズを開催した。統計理論班とミクロ分析班とが中心となり、5年

間で計9回実施をしたが、講師は大学院生、他大学の若手研究者から世界的に知られた大家までと、さま

ざまであったが、通常の講義形式の授業ではえられない、しかし最先端の知識と、それをリサーチに活か

すためのアイディアを院生・若手研究者に伝授することが目的という点では共通をしていた。日時、講師、

テーマは以下のとおりである。 

第1回2004年2月19-20日 片山直也（一橋大学大学院）「長期記憶時系列分析について」 

第2回2004年3月8-9日 Cheng Hsiao (University of Southern California) “Dynamic Panel Data Models” 

第3回2004年4月16､30日､5月14､21日 川口大司（当時は筑波大学）「パネルデータの実証分析」 

第4回2004年11月29日､12月6､13､20日 山内太（当時は政策研究大学院大学）“Modeling and Testing 

Informational Learning: Human Capital and Technology” 

第5回2006年1月10-11日 霍見浩喜(Rutgers University) “Recent Developments in Bayesian 

Econometrics” 

第6回2006年2月13､16日 上田貴子（早稲田大学）「動学モデルと数値計算」 

第7回2006年3月14、15日 In Choi (Hong Kong University of Science and Technology) “Non-stationary 

Panel Data Models” 

第8回2006年5月9､16､23日 雨宮健（Stanford University）“Qualitative Response Models, Tobit Models, 

Duration Models” 

第9回2007年7月3､5､6日 Edward Vytlacil (Columbia University) “The Microeconometrics of Treatment 

and Policy Evaluation” 

これらはいずれも、院生・若手研究者に好評で、彼らの研究の進展に資すること大であった。 
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２１世紀ＣＯＥプログラム委員会における事後評価結果 

 

（総括評価） 

 設定された目的は十分達成された 

（コメント） 

アジア長期経済統計の作成にかかわる本プロジェクトが、学界にとって公共財としての

大きな役割を果たしていることは、中間評価でも高く評価されており、そこで指摘したデ

ータの公開性についても、ウェブでの公開など大きな進捗が見受けられ、経済分野の実証

的研究の拠点として本拠点が果たしてきた役割は大きく、事業期間中においても十分な成

果をあげたと評価される。 

人材育成面については、大学院生及びポスドクに相当の経済的支援が行われたほか、研

究会やワークショップへの参加者が増加し、執筆者として参加するディスカッション・ペ

ーパーが多数刊行されている。しかし、中間評価で指摘された課程博士授与数の増加につ

いては事業後半で増加しているものの、必ずしも十分達せられたとは言い難い。また、博

士後期課程の学生数は定員割れの状態が続き、大学院の教育課程で大幅な改革が行われた

ようには見受けられない。しかし、全般的には、本拠点の持続可能性は保証されていると

してよい。 

研究活動面については、『アジア長期経済統計』の刊行が開始されたほかに、計画され

たマクロ、ミクロのデータベース構築が着実に進んでいる。また、関連する分析、研究も

研究論文として結実し、実績面についても、量的な面だけでなく、質的な水準も高く、内

外への情報発信も十分に行われている。本拠点については、公共財的性格のある事業の継

続を最大のアウトプットと見なすべきであり、その意味では、十分な成果をあげていると

評価できる。 

事業終了後については、本拠点はデータベースの構築という点で伝統と実績のある組織

であり、持続的展開が期待できる。 
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